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1　はじめに
　筆者は，山田（2006）において1990年代半ばから約10年間において省庁お
よび政府系金融機関によって実施された企業を調査客体とする統計調査の回収
状況を考察し，大部分の統計調査において回収率の低下が継続していることを
指摘した1）。また，回収率の水準に影響を与える種々の要因についても検討した。
　山田（2006）において考察した時期から 10 年近くが経過し，企業を調査
客体とする統計調査をめぐる状況にもさまざまな変化が生じており，また回
収率と関連するデータの公表も拡大している。そこで本稿では政府機関（日
本銀行を含む）および政府系金融機関などによる企業を調査客体とする統計
調査の回収率 2）の動向 3）を，2000 年代半ば以降の時期について考察する 4）5）。
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（1）統計調査の改廃・変更
　企業を調査客体とする統計調査における企業側の回答負担や種々の懸念を
緩和する必要性は，実施主体である各省庁によっても相当な程度に認識され
ている 6）。表 1 － 1 は，企業を調査客体とする統計調査において 2005 年以
降に実施された改廃・変更を示したものである。
　廃止・統合された統計調査の件数は多いが，2005 年限りで廃止された「雇
用状況実態調査」，2011 年実施分が中止された「工業統計調査」・「特定サー
ビス産業実態調査」を除けば，調査客体を特定業界の企業に限定して実施さ
れていたものが大半であり，これらの廃止・統合により回答負担が軽減され
る企業の範囲は限られているといえる。
表 1－ 1　企業・事業所を調査客体とする統計調査の改廃・実施方法の変更 1）
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　また，大半の調査においてオンライン回答方式の導入・企業の事前に把握
した基本情報（企業名・住所など）の調査票へのプレプリントなどが導入さ
れている。しかし，企業側の回答の際の負担感や懸念の中心は，自社の基本
情報や業況判断などの「判断項目」よりも売上高・収益額などの「計数項目」
の回答のための準備作業や課税への影響・企業秘密の流出などと考えられる
ので，改善策の効果は限定されているといえる。
（2）回収率データなどの公表状況
　回収率の公表は企業を調査客体とする統計調査において全般に拡大してい
るが，すべての調査について回収率が公表されている訳ではない。また，企
業属性別の回収率 7）・調査票の様式など全体の回収率以外の実地調査に関連
する情報8）の公表も十分ではない。そのため次節以降の考察には制約が多い。
注
 1） 山田（2003）では，主に 1990 年代の状況について考察した。
 2） 回収率（集計に利用しなかった調査票も回収分として扱う）と有効回収率（集
計に利用した調査票だけに限定）の 2種類が公表されている場合は，回収率を
採用した。回収率が公表されていない場合は，有効回収率を採用した。両者の
差はほとんどの場合小さい。
 3） 実施時期は，概ね実地調査の開始時点を基準に表記したが，年度ごとに定期的
に実施されている調査の開始時点が年度内の翌年 1～ 3月の場合でも前年を実
施時期として表記した場合がある。
 4） 調査対象・調査方法などについて情報は，実施主体の公表内容および総務省統
計局（2013）を参照した。
 5） 「統計法」（平成 19 年法律第 53 号）に基づく統計調査および政府系金融機関が
実施する調査に考察対象を限定した。また，2006 年以前実施分を含む 3回分以
上の回収率が入手できなかった調査は除外した。したがって，政府機関による
他の法律に基づく統計調査（例　国土交通省・中小企業庁「下請取引等実態調
査」）および根拠法が不明の統計調査（例　国土交通省「土地取引動向調査」・「土
地所有・利用状況に関する企業行動調査」「屋上・壁面緑化施行実績調査」など）
は考察から除外した。
 6） 厚生労働省（2010）では，回収率の低い調査がもたらす弊害として「非標本誤
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差が大きくなり，政策判断あるいは企業の経営判断や国民の経済情勢の把握を
妨げ，適切な政策運営の障害のみならず，厚生労働統計への信頼性を低下させ
ることも考えられる」と指摘されている。
 7） 資本金額・業種・従業員数・所在地などの企業の属性別に回収率が公表されて
いる場合は，表 2－ 3に掲げた各調査など少数である。
 8） 対象企業の選定方法・調査票への「記入の手引き」の掲載内容・民間機関への
委託業務の具体的内容・督促実施の有無など。
2　一般企業を調査客体とする統計調査の回収率の動向
　本節では，調査客体である企業を業種・資本関係などの属性の面では限定
していない統計調査の回収率の動向を，（1）企業の経営状態全般に関する統
計調査，（2）企業活動の特定分野に関する統計調査の順にみていく。なお，
これらの統計調査の対象企業の範囲に関する規定では資本金・雇用者数など
を基準にした企業規模の下限または上限が設けられている。
（1）企業の経営状態全般・雇用分野に関する統計調査
　全業種 1）の企業を調査客体とする（1）（2）のタイプの統計調査において
取り上げられている主な内容は，（1）では業況判断・損益・資産の状況（設
備投資を含む）などであり，（2）では企業活動の特定分野（雇用・通信・土
地取得・環境対策・情報処理技術の利用状況・研究開発の状況など）である。
表 2－ 1には，（1）のうち中規模以上の企業を客体とする統計調査および（2）
のうち件数が比較的多い雇用分野に関する統計調査の概要を示した。表 2－
1 に掲げた（1）のタイプの調査は資本金額・従業者数に基づく一定以上の
規模の企業を対象としており，（2）のタイプの雇用分野の調査では「⑬賃金
事情等総合調査」を除き数十人程度を雇用する企業まで調査客体に含めてい
る。（1）に属する「④企業活動基本調査」が客体とする最小規模である資本
金3,000～5,000万円の企業の2012年末の常時従業者は平均169人であった。
なお，（1）のうち小規模企業を客体とする統計調査は，後掲表 2－ 5で取り
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上げる。
　つぎに，上記の 2つのタイプの統計調査に設けられている調査項目をみて
みよう。（1）では，所在地・資本金額などの企業の基本情報，業況などに関
する「判断項目」および売上高・損益・資産（設備投資を含む）などに関す
る「計数項目」から構成されている。他方，雇用分野に関する統計調査では，
所在地・常用労働者数などの企業の基本情報，当該企業の雇用・賃金制度に
関する選択方式の項目および該当労働者数などに関する「計数項目」から構
成されている。
　ここで調査項目の性質別に回答の難易度を考えてみよう。企業の基本情報
は変動が少なく容易に回答できる内容であり，「判断項目」も担当者個人の
判断で回答できる場合が多い。他方，「計数項目」の回答は調査の規定に相
表 2－ 1　全業種の企業を調査客体とする経営状態全般および
雇用分野を調査内容とする調査の概要
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当するデータが企業内の通常の業務の中で作成されていない場合があり，社
内の別の部署に原データの提供を要請したり，原データの加工などの追加的
な作業が必要となる。また，調査項目間で整合性が必要であり，外部に公表
する決算などのデータとも対応していなければならない。
　表 2－ 2 は，表 2－ 1 に掲げた各調査の回収率の推移を 2000 年代半ば以
降の最近 10 年間について，前半 5年間と後半 5年間に分けて示したもので
ある。四半期周期の調査については，各年の平均値を掲げた。
　（1）の経営状況全般に関する 7調査では，「⑦民間企業投資・除却調査」
を除く 6調査のほぼ 10 年分の回収率が入手できた。このうち「⑤経済産業
省企業金融調査」・「⑥企業行動に関するアンケート」ではこの期間の後半
には前半と比べて回収率が大幅に低下しており，最近では 40％～ 50％前後
となっている。残りの 4調査の回収率の変動は比較的小幅であり，最近も
70％以上の水準を維持している。とくに「①全国企業短期経済観測調査（短
観）」はこの期間を通じて 100％近い高水準を維持している。このうち「①
短観」は調査項目数，とりわけ「計数項目」の分量が他よりも少なく，結果
の公表時期も早い。「②法人企業統計調査」・「③法人企業景気予測調査」の
場合，上場企業などの有価証券報告書の提出先である全国の地方財務局など
が調査票の提出先であり，このことは調査票の提出促進に好影響を与えてい
ると考えられる。2007 年開始の「⑦民間企業投資・除却調査」は，30％～
40％の水準で推移している。
　他方，（2）のうち雇用分野の 6調査の回収率は，経営状況全般に関する調
査よりも低い 40％～ 70％の水準で推移している。このうち「⑨能力開発基
本調査」の回収率は，委託先（日本労働研究機構）が実施していた時期には
20％前後であったが，実施主体が厚生労働省自身に変更された 2006 年から
急速に上昇して 30％～ 40％台で推移するようになった。そのほかの 5調査
では「⑫民間企業の勤務条件制度等調査」を除いて概ね低下傾向にある。な
お，「⑧就労条件総合調査」では，2008 年に実施された対象企業の下限の拡
大も回収率低下に作用していると考えられる。
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　ところで，山田（2006）において取り上げた 2000 年代前半までの時期に
は企業規模別の回収率が公表されていた大半の統計調査において企業規模が
小さいほど回収率が低かった。これは，統計調査への回答を担当する間接部
門の体制が，企業の規模が小さいほど整っていないことなどが作用している
のではないかと考えられる。
　この傾向を最近の調査結果について確認しておこう。表 2－ 3 は，2011
年～ 2012 年に実施された 8調査について企業規模別に回収率を示したもの
である。全体の回収率が最高の「①短観」と最低の「⑲民間企業の研究活動
に関する調査報告」（概要は後掲表 2－ 10）を除く各調査において企業規模
が小さいほど回収率が概ね低くなる傾向が認められる 2）。「②法人企業統計
調査　Ⓐ年次調査」では，最小規模の区分（資本金 1,000 万円未満）の回収
率は 70％に達しておらず，最大規模の区分（同 10 億円以上）よりも約 24％
低い。「②法人企業統計調査　Ⓑ四半期調査」では，最小規模の区分（同 1,000
万円～ 1億円）の回収率は 65％に達しておらず 3），最大規模の区分（同 10
億円以上）よりも約 25％低い。「③法人企業景気予測統計調査」では，最小
規模の区分（同 1,000 万円～ 1億円）の回収率は 75％に達しておらず，最大
規模の区分（同 10 億円以上）よりも約 15％低い 4）。「⑤企業金融調査」では，
資本金 10 憶円未満の企業の回収率（43.7％）は同 10 億円以上の企業より約
10％低くなっている。また，「④企業活動基本調査」の従業者規模別の回収
率も小企業ほど低い。なお，同調査によれば対象企業の「資本金規模」と「従
業者規模」はほぼ対応している。このように 2000 年代前半までに実施され
た各調査と概ね同様の傾向が最近の実施分についても確認できた 5）。
　つぎに，企業規模以外の属性別にみた回収率の水準をみてみよう。表 2－
4 は，2013 年 2 月に実施された「法人企業景気予測調査」（資本金 1,000 万
円以上の企業が調査客体）の回収率を，企業の所在地域別・業種別・資本金
額別に示したものである 6）。山田（2006）においてみた同調査の 2005 年 11
月実施分の場合と同じく，回収率は小規模企業・非製造業企業および東京都
（全国の企業の約 3分の 1が所在）および関東甲信越地域（全国の企業の約
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半数が所在）において他の区分より低くなっている 7）。最も低い東京都に所
在する資本金 1,000 万円未満の企業の回収率は 50％に達していない。このよ
うな地域別の傾向は 2012 年 8 月・11 月に実施された同調査の結果にもみら
れる。
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　つづいて表 2－ 3の各調査の調査客体の大半よりも規模がさらに小さい企
業に限定した統計調査の状況をみてみよう。表 2－ 5 は，2004 年に開始さ
れた「中小企業実態基本調査」について従業者規模別の「回答率」（他の調
査の回収率に相当）の推移を示したものである 8）。この調査の調査客体の約
4分の 3は個人企業および従業者 20 人以下の法人企業であり，民間機関に
委託して郵送・インターネット併用方式によって実施されている。調査客体
の抽出は毎回新たに行われている。調査票は10頁以上あり，調査項目は売上・
損益などに関する「計数項目」が大半である。全体の回収率は 50％前後で
推移しており，従業者規模が小さい企業ほど「回答率」が低く，休業・廃業
などを意味する「回答率」と「有効回答率」の差も大きくなる傾向が毎年み
られる。
　また，同調査の業種別「回答率」をみると，毎回業種間の差が大き
い。2012 年実施分［速報］の「回答率」をみると，最高の「学術研究，専
門・技術サービス業」（65.5％）と最低の「宿泊業，飲食サービス業」（同
表 2－ 4　「法人企業景気予測調査」の企業属性別回収率 1）
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46.9％）の間には約 20％の差が発生している。このような業種別の「回答率」
の水準は，所属企業の個人企業比率・従業者数の規模と概ね対応している。
2012 年調査と同様の傾向は，同調査の 2004 年～ 2011 年実施分にも毎年み
られる。
　中小企業庁は，「中小企業実態基本調査」以外にも中小企業を調査客体と
する統計調査を毎年実施している。表 2－ 6 は，2005 年度版以降の『中小
企業白書』に引用された中小企業を対象とする 8件の調査の実施概要・回収
率などを示したものである。調査項目は人材管理および経営状況に関する「計
数項目」が大半である。標本抽出は，8件のうち 7件において委託先である
企業信用情報会社が管理するデータベース 9）を母集団リストとして利用し
て毎回あらたに行われている。したがって，調査客体の企業は回答に不慣れ
な場合が多いと考えられる。各調査とも実地調査は，郵送方式によって実施
されている。回収率をみると，50％未満の調査が 6件を占めている。これは，
山田（2006）においてみた中小企業庁が 2003 年以前に実施した調査の回収
率と同様の傾向であり，中小企業を調査客体とする同様の方式による調査で
は回収率は特に低い水準の場合が多いといえよう。
　つぎに上述の考察から推測される企業を調査客体とする統計調査の回収率
の水準に影響を与えている要因をみてみよう。
表 2－ 5　中小企業実態基本調査の回答率・有効回答率
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　表 2－ 7は，表 2－ 1に掲げた各調査における阻害要因と回収率の状況を
示したものである。阻害（促進）要因として作用しているものは少なくとも
数種類のものが挙げられる。すなわち，調査客体に小規模企業がどの程度含
まれているか，大企業の場合が多い継続標本がどの程度含まれているか，調
査項目の分量，とりわけ回答に相当な準備作業が必要な場合が多い「計数項
目」がどの程度設けられているか，未回収が生じやすい郵送方式であるか，
提出先が官庁自体か民間の委託先か，その官庁は所属業界の監督官庁である
か，企業にとって関心がある調査内容であるかなどの点が作用していると考
えられる。表 2－ 7に掲げた各調査の回収率の水準の相違を，少数の阻害要
因の影響から直接的に説明することは難しい。
表 2－ 6　最近の『中小企業白書』に掲載された中小企業対象調査の概要
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　上述のように，回収率の水準に影響を与えている要因は複数あり，なかで
も調査客体である企業の規模が回収率の水準に大きな影響を与えていること
は確実である。そこで，回収率の水準に影響を与えている企業規模以外の要
因による作用の程度をみるために，各調査の回収率を大企業に限定して比較
してみよう。
　表 2－ 8は，表 2－ 3に掲げた調査のうち 6本の調査における資本金 1億
円以上の企業についての回収率を示したものである。回答能力において共通
性が高いはずの大企業に限定しても回収率は約 37％～約 99％と相違が大き
い。したがって，企業規模以外のいくつかの要因も回収率の水準を左右して
いると考えられる。
　ところで，回答の企業規模による相違が大きくなければ，企業規模間で回
収率の差があることから生じる問題は小さい。そこで回答の企業規模による
相違の程度をみてみよう。ここでは企業規模と企業を客体とする多くの調査
表 2－ 7　企業対象調査における実施上の阻害要因と回収率
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において中心的な調査項目である「景況判断」の関係をとりあげる。この項
目は，「①短観」・「③法人企業景気予測調査」・「 海外現地法人四半期調査」・
「通信・放送産業動態調査」および後掲表 3－ 3 の大半の調査に設けられて
いる。表 2－ 3 においてみたように，「①短観」を除く各調査において中小
企業の回収率は大企業よりも相当低い水準となっている。
　他方，企業規模別の「景況判断」の調査結果にはほぼ毎回大きな差がみら
れる。すなわち回答企業からの中小企業の脱落がほとんどない「①短観」の
結果から算出された景況判断指数では，「中小企業」（資本金 2,000 万円～ 1
億円）と「大企業」（同 10 億円以上）との結果の間の差は，2000 年代半ば
以降 2009 年 3 月 10）を除いて毎回 10％～ 25％に達している。したがって，
中小企業の経営状況とそれに基づく景況判断は大企業のそれよりも厳しい場
合が最近 10 年間においてほとんどであったといえる。これは，中小企業に
おける回収率が低い「①短観」以外の景況判断調査では回収標本の回答から
集計された結果と，仮に計画標本の全数から回答が得られた場合との間でか
なりの差が生じている可能性があることを意味する。
　また，調査票が回収された場合も，「判断項目」の回答に占める「不明」
率が中小企業において高い項目は多い。表 2－ 9 は，2013 年 2 月に実施さ
表 2－ 9　調査項目別「不明」率
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れた「③法人企業景気予測調査」の 15 件の「判断項目」の「不明」11）率を
企業規模別に示したものである（中小企業のうち非製造業企業の「不明」率
を別掲した）。中小企業は「不明」率が大企業と比べて全般に高く，5割を
超えている項目もある。とくに表 2－ 4でみたように低回収率であった非製
造業企業では他の区分よりも「不明」率も高い。このような傾向は，2004
年のこの調査の開始時から継続している。調査結果の利用に際してはこの点
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にも注意が必要といえよう。
（2）企業活動の特定分野に関する統計調査
　つぎに企業の活動分野のうち雇用以外の特定の分野を対象に全産業の企
業を調査客体として実施されている統計調査の概要をみてみよう（表 2－
10）。調査客体の業種は限定されていないが，研究開発関連の⑱⑲⑳調査で
は調査内容から製造業の企業が多い 12）。実施主体である官庁は，「⑳知的財

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産活動調査」の場合を除いて大半の企業にとって業務上直接関連がある機関
ではない。表 2－ 11 は，表 2－ 10 に掲げた各調査における回収率の推移を
2003 年以降の 10 年間について示したものである。表 2－ 2と同様に前半の
5年間と後半の 5年間の回収率の平均値も掲げた。これらの調査について後
半の 5年間の回収率の平均値をみると，80％に達している「⑱科学技術研究
調査」以外の 6調査では 40％～ 60％の低い水準にある。前半 5年間の回収
率の平均値と比べると，「⑭情報処理実態調査」だけは前半と比べて後半に
は約 6％上昇しているが，「⑲民間企業の研究活動に関する調査」では逆に
12％低下し，残りの 6調査では 5％以内の変動となっている。
注
 1） 「①短観」「⑤経済産業省企業金融調査」など一部の調査では金融・保険業を集
計から除外したり，他の産業とは別に集計している。
 2） 「⑰環境にやさしい企業行動調査」では，上場企業の回収率は（一般に企業規
模が小さい）非上場企業の回収率よりも 1996 年度調査以降毎年高い。「⑲民間
企業の研究活動に関する調査」でも，対象企業の範囲が資本金 10 億円以上か
ら同 1億円以上へ拡大された 2009 年には回収率が 30％近く低下している。
 3） 「②法人企業統計調査」では毎年 4–6 月期調査において資本金 10 億円未満の企
業の層の標本全数の交替が 2009 年まで行われていた。この交替によって生じ
たと考えられる回収率の変動が毎年発生していた。変動が最も顕著な 1憶円未
満の企業の四半期調査の回収率をみると，4-6 月期調査において 1～ 3 月期調
査と比べて 1.2％～ 4.5％低下し，7-9 月期調査以降に回復する現象がみられた。
2010 年からは標本企業の半数だけを交替する方式に変更された（全数抽出の範
囲も資本金 5億円以上に変更）ので，回収率が 4-6 月期調査の前後に大きく変
動する傾向は，東日本大震災の影響があった 2011 年実施分を除いてみられな
くなった。
 4） 集計結果は，「判断項目」については企業規模別の 3区分ごとのものだけが公
表されており，「計数項目」については企業規模別だけでなく全規模を合計し
たものも公表されている。
 5） 国土交通省・中小企業庁が実施している「下請取引等実態調査」でも，企業規
模が一般に大きい大臣許可特定業者が最も回収率が高く，大臣許可一般業者⇒
知事許可特定業者⇒知事許可一般業者の順に回収率が毎年低くなっている。な
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お，この統計調査は建設業法に基づくものである。国土交通省（2012）
 6） 同調査の地域別集計には，全国集計（約 1.5 万社）には含まれない調査先（工場・
事業所等 500 社程度）が含まれている。財務省財務総合政策研究所（2013）
 7） 同調査の 2008 年 1-3 月分の地域別・業種別回収率を分析した御園（2008），
2003 年 1–3 月分の地域別・業種別回収率を分析した山田（2003）も同様の傾向
を指摘している。
 8） 対象企業の規模の上限の規定は，業種によって異なるが，資本金額では 5,000
万円～ 3億円，従業者数では 50 人～ 300 人である。
 9） 2009 年前後の時期について総務省統計局「経済センサスー活動調査」の把握
企業数と民間信用機関の把握企業数を比較したところ，後者は前者を大幅に上
回っている。前者が把握できなかった小規模企業の一部を後者が把握している
のではないかと考えられる。山田（2012）
 10） 中小企業と大企業の差は，2％であった。
 11） 「不明」の選択肢は，調査票にあらかじめ設けられている。
 12） 最新調査の回答企業に占める製造業の比率は，「⑰環境にやさしい企業行動調
査」40％，「⑱科学技術研究調査」55％，「⑲民間企業の研究活動に関する調査」
80％，「⑳知的財産活動調査」70％となっている。
3．特定属性の企業を調査客体とする統計調査の回収率の動向
　本節では，資本関係・業種・実施主体との関係などに関して特定の属性を
持つ企業を調査客体とする統計調査の回収率の動向を考察する。
（1）海外企業との資本関係が強い企業を調査客体とする統計調査
　表 3－ 1には，海外企業との資本上の関係が強い企業を対象に実施された
統計調査の概要を示した。対象企業数は日本経済の対外関係の進展に伴って
増加している。
　「 外資系企業動向調査」の対象企業は，経済産業省が管理している名簿
に登録されている企業から選定されている。また「 海外事業活動基本調査」
の対象企業は外貨証券取得の報告または届出を日本銀行に対して行った企業
から選定されている。さらに「 海外現地法人四半期調査」の対象企業は，「海
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外事業活動基本調査」の対象企業名簿を利用して選定されている。これらの
調査の客体企業にとって実施主体である経済産業省は業務上で関係が特に強
い官庁といえる。また，規定に該当する企業の全数が毎年選ばれているので，
企業の入れ替えは少ない 1）。
　つぎに海外関連の 3調査の回収率をみてみよう（表 3－ 2）。後半 5年間の
平均回収率をみると，60％強～ 80％弱の水準にあり，前半 5年間と比べてい
ずれも 4％前後の上昇となっている。3調査の回答企業は， では資本金規
模が 5,000 万円以上， では同 1億円以上が約 3分の 2， では同 1億円以
上が全数と比較的規模が大きなものが大半を占めている。ここでも対象企業
の入れ替わりが少ないことが好影響を与えているのではないだろうか 2）。
（2）特定業種の企業を調査客体とする統計調査
　表3－ 3は，調査客体を特定業種の企業に限定して実施されている統計調査
の概要を示したものである。これらの調査は所属業界の監督官庁によるもので
あるので，回答に関わる強制感は一般に強いと考えられる。この種の統計調査
には，全数または大規模な標本調査として比較的長い周期で実施されるものと
少数の上位企業を客体として比較的短い周期で実施されるものがある。
　表 3－ 4には，表 3－ 3に掲げた各調査の回収率の推移を示した。ただし，
業界内の上位企業に限定にした調査（「建設業活動実態調査」「通信・放送産
業動態調査（確報）」）の回収率は，毎回 100％ないし 100％に近い水準であ
るので省略した。
　表 3－ 4 に示した各調査の回収率は 50％～ 80％の範囲で推移しているも
のが多い。また類似業種の間でも大きな相違がある。これは，業種ごとに新
規参入・撤退企業の発生状況，調査客体に含まれている小規模企業の比率や
許認可・規制などを通した実施主体である官庁との関係などが異なるためで
あろう。各調査の回収率全体に共通する変動傾向は認められないが，「計数
項目」が多い「食品産業企業設備投資調査」「医薬品・医療機器産業実態調査」
では概ね低下傾向にある。
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　なお，「通信・放送産業動態調査」の回収率は速報集計とその約 1ヶ月半
後に公表される確報集計の間で毎回 20％～ 30％程度の大きな差がみられる
ので，実施当局が当初設定した期限後にしか調査票が提出されなかった場合
がかなり多いことがうかがわれる。
（3）取引先企業を調査客体とする政府系金融機関などによる統計調査
　つぎに，政府系金融機関などによる融資・保証関連の取引先企業を調査客
体とする調査の状況をみておこう。これらの調査では政府機関による調査と
比べて回答に対する企業側の強制感はそれほど強くないと考えられる 1）。
　表 3－ 5は，政府系金融機関などによる調査の概要と最近の回収率の水準
を示したものである 2）。大半が郵送方式による実施周期が比較的短いもので
ある。面接方式による 3調査（中小企業庁「中小企業景況調査」・日本政策
金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査」・商工組合中央金庫「月次
景況観測調査」）・大企業が調査客体の大半を占める調査などを除いて，回収
率の水準は全般に低い。各調査の最近の回収率は一部を除いて 2005 年前後
とほぼ同水準である。また，郵送方式による調査の中では調査客体が「（融資）
取引先」である場合の方が「保証先」である場合よりも回収率が高い傾向が
みられる。
注
 1） 「 外資系企業動向調査」の最近 10 年間に新規に対象に加えられた企業数は年
間 36 社～ 157 社の範囲で減少傾向にあり，同じく撤退・解散・外資比率の低
下により対象外となった企業は年間101社～164社の範囲内で増加傾向にある。
 2） 「⑤経済産業省企業活動基本調査」では，「 外資系企業動向調査」と同一の「外
資系企業」の外資比率に関する定義が使用されている。前者の対象企業の規定
には，さらに「従業者 50 人以上かつ資本金（出資金）3,000 万円以上」という
条件が加えられており，把握した外資系企業数はかなり少なくなっている（2010
年調査 700 社弱）。
 3） 「⑨能力開発基本調査」の実地調査を委託先による方式から厚生労働省による
直接実施方式に変更した理由として，総務省政策統括官（2008）は，「基礎資
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料として精度の高い結果を得るため，今回，国が直接実施する統計調査である
ことを明示し，回収率の向上に努める」と述べている。
 4） 旧農林漁業金融公庫・旧住宅金融公庫によって毎年実施されていた「木材産業
動向調査」「全国住宅市場調査」は 2000 年代中ごろ以降中止されている。
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4．むすびにかえて
　以上の考察から最近の大半の統計調査において企業側は山田（2006）にお
いて考察した時期と同様に回答に積極的ではないことが確認された。そこで
統計調査への回答を要請された企業が統計調査とその結果をどのように認識
しているかをみておこう。
　表 4－ 1は，個別統計調査に対する回答の際の負担感と調査結果の重視度
に関して日本経済団体連合会（経団連）および総務省統計局によって統計調
査の調査客体である企業関係者を対象に実施された調査の結果を示したもの
である。両調査は多数の統計調査を取り上げているが，回収率が入手できた
5件の統計調査に関する結果だけを掲げた。経団連による調査は，2010 年
12 月～ 2011 年 3 月に同会の役員企業および会員シンクタンク計 254 社を対
象に実施された（回収率は 30.8％）。総務省統計局による調査は 2006 年 12
月に東京証券取引所第 1部及び第 2部上場の企業のうち 800 社を対象に実施
された（回収率は 29.8％）。両調査の対象となった企業は，一般の統計調査
の客体企業の中では最上層に位置し，統計調査の結果を利用する能力が最も
大きい企業群である。
表 4－ 1　景気関連統計の利用状況と回収率
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　各統計調査の回収率と企業による重視度（経団連調査）は完全に対応して
いる訳ではないが，調査客体である企業の重視度が高い統計調査の回収率が
高く，重視度が低い統計調査の回収率は低い傾向が読み取れる 1）。回収率が
最も高い「短観」の重視度はとりわけ高い 2）。他方，「計数項目」が多い「②
法人企業統計調査」の負担感を挙げる企業が多いが，回収率と負担感（統計
局調査）の対応関係は明瞭ではない。財務省が実施する調査の回答に対して
企業が抱く強制感が回収率を高める方向に作用しているのであろうか。
　最後に本稿の考察の結果を簡単に要約しておこう。本稿の考察の妥当性は
データ入手の制約 3）などのために限定されたものであることは言うまでも
ないが，山田（2006）において指摘した傾向は最近 10 年間も概ね継続して
いるといえる。すなわち，最近の回収率は半数以上が 70％に達しておらず，
低回収率は「計数項目」が多い調査・対象に小規模な企業が多い調査・郵送
法による調査・民間の実施委託先による調査などに生じている。回収率が
50％に満たない調査も少なくなく，調査結果の価値は低くならざるをえない。
回収率低下の原因は単一ではないので，さまざまな取り組みが必要であると
いえる 4）。いずれにしても回収率が低い調査の結果の利用の際には以前より
も注意が必要であろう。
　なお，かなり以前から継続的に実施されているにもかかわらず回収率が入
手できなかった統計調査や最近実施が開始された統計調査 5）などについて
は次の機会に取り上げたい。
注
 1） 山田（2006）では，日本経済団体連合会が 2004 年に実施した表 4－ 1 に示し
た調査と同様の調査の結果について回収率と結果の重視度・負担感についてほ
ぼ同様の関連がみられることを指摘した。
 2） 「①短観」の知名度の高さが重視度に作用しているのは確かであろう。2012 年
1 年間に『日本経済新聞』（朝・夕刊）に掲載された記事は，「①短観」関連が
152 件であったのに対して，「②法人企業統計」関連は 25 件，「法人企業景気予
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測調査」関連は 12 件にすぎない。日本経済新聞デジタルメディア（2013）また，
2008 年に実施された市場分析専門家を対象とする調査でも景気動向指標として
の評価と構造把握指標としての評価は，いずれも「①短観」「②法人企業統計」「③
法人企業景気予測調査」の順となっている（34 人のうち 31 人が回答）。NIRA
（2008）
 3） 「公害防止設備投資調査」・「特定サービス産業実態調査」・「倉庫事業経営実態
調査」などの回収率は，継続的なデータが入手できなかった。
 4） 厚生労働省（2010）は，調査項目の再検討・督促の実施などを回収率の改善策
として挙げている。
 5） 環境省「環境投資等実態調査」（2009 年開始）「環境経済観測調査」（2010 年開始）
など。
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